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　はじめに
　わが国経済における中小企業の占める比重と役割が極めて高いにもかかわらず・大企業との格差は大き
く，高度成長の過程の中で中小企業の体質改善が強く要請されている。
　政府は，とくに中小企業の構造改善の重要施策として，企業規模の適正化，事業の共同化，工場の集団
化に力を入れて，中小企業近代化促進法にもとつく助成工場団地を，昭和36年度から指定して今日に至
つているo
　昭和36年度から42年までに106団地が助成対象になり，参加企業も約3，000に達している。従
つてわが国の工業団地は，中小企業の在り方の再検討問題にまで成長してきているといえるのである。す
でに10余年を経過してきた中小企業団地もさまざまな問題と課題をなげかけている。企業の集団化がも
たらしたメリット・デメリットが何であるかの再検討の時期に至っていると思われる。そこで嵐論では，
集団化事業のfiち工業団地をとり上げ，そのうちの助成対象団地についての集団化のメリ7卜・デメリツ
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トについて考察をすすめることにするo
1　工業団地の概要
　わが国の中小企業高度化資金貸付対象団地は，昭和36年度に10団地，同37年に25団地，同38
年度に15団地，同39年度に25団地，同40年度に15団地，同41年度に9団地，同42年度に2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1団地，同43年度に15団地となっているn
　中・」・企業振興事業団では，これらの中小工業団地の実態を明らかにするために，昭和43年11月これ
までに完成をみた64の工場団地を対象にその実態調査を行つた。以下その実態調査資料をもとに工場団
地の概況を検討してみることにする。2　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　〔第1表〕で明らかなごとく、昭和36年から同42年末までの助成対象は106団地であり，参加企
業数は約3，000，団地造成の総面積で1，440万平方メー一トル，総所要資金は約650億円となってい
る。これを1団地当り平均でみると，参加企業数28，団地面積13．6万平方メートル，所要資金6．13
億円となりsさらに1企業当り平均でみると，団地面積約5，000平方メートルに，所要資金は2．200
万円となっている。
　これを業種別に分類してみると，機械金属が52団地で全体の4．9．0％を占め，ついで製材・木工が
29団地で27．　4％，繊維が11団地で10．4％，その他14団地で13．2％となっている。機械金属団
〔第1表〕工場団地の設置状況
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計 10629891440064，989 28 136 613 4，979 22
機械金属 521β33 64313144226 124 604 4β25 23
製材・木工 29 7184ユ4314β90 25 143 503 5，770 20
繊　　　　維 11 299 1ρ91 9280 27 181 844 6，657 31
そ　　の　　他 14 639 1β35 9677 46 131 691 2β71 15
資料：中小企業振興事業団，「中小企業高度化資金助成対象先名簿」にょる。
　　　（注）：総所要資金額は，当初計画に澄ける総所要資金額であつて・このなかには参加企業の
　　　　　　　機械設備投資額tsよび助成資金融資終了後の追加投資額は含まれていない。
地は，当該産業が成長産業であることが反映して，親企業の発展につれて，製缶，飯金，機械加工，プレ
ス加工等の下請企業を中心とする集団化が多くみられる。また製材・木工団地は，市街地における工場立
地の困難左問題からの解放と地場産業振興を目的とした集団化がみられ，家具，建具，製材の順で参加企
業者が多くなっているo繊維団地は，ことに労働集約的な色彩を強くもつているために労働力確保・こと
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に若年労働者を中心とする雇用対策上からの縫製業者を中心とした団地が多い。その他の団地では，長い
歴史と伝統をもつ漆器企業の集団化のほか，食品，印刷．自動車整備，玩具，石製品といった企業による
集団化がみられる。
2　r高度化成果調査」にみる実態
　中小企業振興事業団は，昭和36年度以降の助成対象団地で，42年3月まで完成した64団地につい
て行kった参加企業に対する実態調査の結果を要約すると大体次のと澄りである。3
　（1）集団化の目的・動機
　〔第2表〕は・完成の64団地に入居している企業1・752企業のうち・調査に回答のあつた1・509
企業についての集団化の目的・動機を示したものである。全体としていえる集団化への動機としては，
「工場の狭あい解決」が最高を示し，75．6％となっている。次いで「工場拡張設備の近代化による生産
力の増強，対外信用の強化」が66．5％を示している。さらに「高度化資金の活用」が49・　7％を示し・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　これらの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3つが動
　　　　　〔第2表〕集団化の目的・動機（頻度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機となつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（数孚：僑）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た主なる柱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　といえよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うoこの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか「労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　働力の確
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保」37．6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％，「工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場の公害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　からの解
　　　　　　　資料1中小企業振興事業団「高度化成果調査」　昭和45年
　　　　　　　一・P－・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　決」　29．1
％となっているが，これらはいずれも集団化の主要目的であるスケール・メリツトの追求にあるとみるこ
とができよう。
　さらにこれを業種別にみると，糧維団地の場合は，機械金属，製材・木工と異なり，労働集約的で，し
かも若年労働者層を中心とする「労働力の確保」が重点に澄かれていることがわかる。「工場の狭あい解
決」は比重が低くなっているのが目立つている。また機械金揮団地は，約半数が下請系列準であり，親企
業との関連が深いことから「親企業からの強い要請」によるものが11．8％を示しているなどが特徴的で，
あるo
計
　　　　　　　　　　　　　　種　　別
?@　 　　　　目 計 機械熨ｮ
製材ﾘ工繊維 その他 漆器 印刷
工場の狭あい解決のため 756ア79 73．8 50080280．5 8Z9
都市計画上移転をきめられだため ム1 66 5．7 2．5 6鴻 5．2 6d
工場の公害，騒音．バイ煙．汚水等）から解放のため 2～目 55．4 乙4．8 8．5 21．1 1a824．2
労働環境等の笹備πよつて労働力の確保を図るため 5Z6 40．2 40058．5 21．亀 1zo54．5
講纏聲讐驚代化による生産力の増強・矧翻 66572．4 7tO65521．¶ 4156～ワ
共同事業の活用に工る生産コストの低減を図るため 260 26．3 乙2．9 5ム4 16．6 14．0 4a5
工場施設が老朽化したので新規建般にふみきるため 2032502241to 旭4．7 96 55．5
組合幹部から勧誘があつたため 152 12．8 毛5．2 1ムり 11．8 、05 毛8．2
襲橋艘難ができること肛鱒設に有利であ 49ワ 52．6 5t454．2 58．7 54．5 6ム7
地方公共団体（県市）指導をうけて関心をもつたため 1Z1 1212tg20．3 ZO 52 旭2．¶
親企業から強い要請があつたため 5．0 11．8 2．4 t7 3．8 4．4 　
モの他 3．4 5．5 5．7 一 5．2 2．6 5．0
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　②　集団化の企業構成
　　従業員の規模別構成でみると，19人以下の小規模企業が44％を占め（中小企業の全製造業の構成比
率87％からみれば人員規模は大きいとみることもできよう。）さらに20～49入規模は21，3％（同
　8．3％）50～99入規模22．5％（同2．9％）100入以上規模10。9％（同2．3％）となつている。
工業団地には，中小企業の平均規模よりも大きな企業が集団化に参加していることがわかる。
　つぎに移転形態をみると，全部移転企業の割合は73．8％であるのに対して，一部移転企業は26．2％
で，しかも団地進出の理由は企業規模の拡大に伴う工場新設が圧倒的に多％一部移転企業は，全部移転
企業にぐらべて法入企業の占める割合が大きく，比較的に規模の大きい中小企業が高度成長の波にのつて
一部移転という形で企業規模の拡大をはかつているものが多くみうけられる。
　㈲　生産，購買，販売状況　　　　’
　集団化以前と集団化以後とでは，生産形態は自社噛産㊨割合が増えてきている。原材料の購入も組合
を通じて共同購入がなされているが「共同事業の活用による生産コストの低減」にまでは至っていないよ
うである。販売方法については，親企業，大口受注先，一般卸店の順で増加がみられ，生産量の増大にと
もなう販売先とのつながりの重要性の認識の現われとみることができよう。
　（4｝労働状況
　回答のあった1，509企業の従業員は，約71，000人で，1企業当り47人になる。男女の比率は，
男72．2％，女27，　8％で，年冷構成では，20才未満が19．3％，20～29才で34．4％，30～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　噂．
39才で22．0％，40才以上で24．0％となror（　hる。しかも企業規模が大きいほど若年労働者層の比
重が高くなつており，企業規模が小さくなるにつれて，中高年令層の比重が増える傾向を示している。こ
とにも企業規模の小さい企業ほど「労働力の確保」が困難であることが明らかにされているのである。
　（5）旧施設の処分状況
　工場団地への移転にともなう旧施設の処分は，企業の資金調達と密接な関係をもっているが，全部移転
企業のうち敷地を処分したものは16．5％，賃借地の返却27．　7％であり，また旧工場を処分したものは
18．9％，賃階分返却が22．5％といった状況である。これにっいては，企業者自身の旧施設処分に対す
る努力と．跡地の処理対策を制度化することなどをして，集団化の問題と並行して同時解決する施策がの
ぞまれよう。いずれにせよこの程度の処分状況では，集団化後の経営の財政面での圧迫は免れられないこ
とになる。
　‘6）共同事業の利用状況
　共同事業の活用については・参加企業の業種構成左どからその内容に相違がみられる。共同施設は，い
重のところ福利厚生施設（給食，従業員宿舎など）が団地管理上の施設（受ig　t倉庫，給排水など）とい
ったもので，参加企業者にとって共通のメリットのある部門に共同事業が多くみられ70～80％の企業
が利用している。もつと集団化の本質であるぺき共同化，協業化が実現されていなければならないはずで
あるが・その割合は極めて低く・共同加工工場があつても，一部組合員の委託加工場にすぎないなどの事
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例が多くみうけられる。それらは集団化の重要目的であるスケール・メリツトの追求と実際とが乖離して
いることであリボ集団化による生産高の増大が規模メリットの追求によるものとの判断は，下し得ないこ
とになるだろう。
3　企業集団化のメリット・デメリット
　以上の工業団地の概要及び実態調査から，企業の集団化によるメリヅトは何であるかを検討してみるこ
とにしよう。
　前述の完成64団地の調査結果の分析から集団化の効果について．中小企業振興事業団調査部渡辺和夫
氏は次のごとく述べている。‘
　（1）団地全体としてみた効果
　・集団化は，その参加企業にとつて大きな移転効果をもたらしfCeすなわち，各企業の移転動機である
集団化前の諸問題は，団地参加によつて一挙に，かつ単独で行なうよりも割安で解決された。
　・集団化は，経営者や従業員間での経営面，技術面の知識の交換，企業相互間での経営意欲の刺激，共
同意識の向上に効果をあげている。
　・集団化は共同事業を実施する体制づくりを醸成する。良きリーダーと共同意識が高まれば，共同によ
る利益を発揮できる事業の推進が可能となる。
　・団地のすぐれた立地条件やレイァウトは，参画企業に直ちに利益をもたらしている。
　・団地の運営の良さは，取引先，銀行等の信用を高めており，また，団地の共同意識の高ハところは．
不況による団地内企業の倒産，整理会社の発生防止または会社の再建に効果をあげている。
　・集団化は，零細または小企業の企業合同の気運を高め，共同意識の高いところでは，企業合同が行な
われてしtl，るn
　・地場産業の産地ぐるみの団地化のなかには，公害問題を一挙に解決していると之うもある。
　・散在していた下請企業の集団化は，親企業との系列関係va・k・いて，相互の合理化が有利に展開してい
るo
　（2）集団化企業からみた意識効果
　集団化の動機に対する集団化後の達成状況を参加企業経営者がどのように判断しているかをみると，
〔第3表〕に示すように，動機の最も高かった［［場の狭あいを解決」の達成程度について，満足，やや
満足と回答した企業は86％に達してお・り，集団化によつて工場狭あいの問題は，おおむね解決されたと
いえよう。さらに「生産力増強」謝外信用強化」「高度化資金利用のメリツト」「工場公害からの解決」
「設備の近代化」など．いずれも高い達成度合を示している。
　一方生産面からの効果をみると「生産能力の増大」「設備改善」と答えた企業は70％以上に達し，販
売面からみても「生産能力増強による販売力強化」「品質向上による販売拡張」「生産体勝D確立による
親企業からの受注の増大」の効果を高く評価している。ついで経理面からみると．「金融機関に対す信用
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　力の向上と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資金導入が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容易となつ　　　　　〔第3表）集団化の目的動機とその達成程度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c数字：瓠）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た」と判断
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　している企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業が圧倒的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に多い。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また労務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　面において
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も，多くの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業が，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「作業環境
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　の改善によ　　　　　員料：中小企業振興事業団「高度化成果調査」昭和43年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つて労働意
欲が向上し，労働災害が減少した」「従業員の採用がやりやすくなった」　「定着性，出勤率が向上した」
ことなどを指摘している。
　（3｝集団化企業の効率効果
　参加企業経営者のこのような意識効果を計数の裏づけでみてみると，まず，団地全体については，集団
化以前の生産実績と集団化後の42年度にteける生産実績とを対比させ，その伸び率を年率換算してみる
と・全体で20．4％の成長率で推移していることがおかる（〔第4表〕参照）。
　以上が中小企業振興事業団の「高度化成果調査」の実態調査資料の分析と集団化事業の効果に対する評
価と見解とみるこ1どがでぎよち。
　集団化のメリットに対する評価については，さまざまな見解が生まれるのは当然のことであるが．これ
を中小工業団地の現実を深く究明してみると，助成団地の推進母体である中小企業振興事業団が評価する
集団化の効果をそのまま正当に受けとることには幾多の疑問があることが指摘されよう。
　中小企業の集団化は，企業規模の適正化，事業の共同化，協業化にあるところから，中小企業自書でい
う共同化の本質についてあげてみよう・5　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　「共同化の太質は，中小企業者が個別の力では達成できない生産，販売その他経営面の規模メリツトを
追求することにある。したがって共同化の範囲も，主たる事業部門，付随的関連部門，あるいは経営の全
体にわたるなど，広狭さまざまなものが考えられるが，主なものとして次のようなものがある。
　第1に，生産加工，販売など，事業の主要部門に吾ける共同化である。中小企業者はこれにより量産化
や大量販売を通じてコストダウンが可能となるn
　第2に．屠用力の補完である。中小企業がまとまって保証等をすることによb対外的信用を高めるとか，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一、6．45一
計
目　的 達 成　　程
?
動　機
項　　　　　　　　　　目 （回答驪ﾆ数）
満 ??? 普 ??? 不
足 足 通 満 満
工場の狭あい解決のため 1，141 5Z8 28．0 96 55 t1
都市計画上移転をきめられたため 92 53．5 1皇6 196 55 4．3
工場の公害（騒音，バイ煙，汚水等）から解放のため 459 75．9 15」0 8．2 1．6 1．4
労働壌境等の整備によつて労働力の確保を図るため 568 15．0 28ρ 290 14．1 150
工場拡張設備の近代化にエる生産力の増強，対外信用の強化を図るため
1，004 554 41．ア 1～ヒ8 52 1．9
共同事業の活用にょる生産コストの低原を図るため 592 14．0 20235．7 15．8 14．5
工場施設が老朽化したので新規建股にふみきるため 506 5to 2皇1 ¶ZO 07 2．5
組合幹部から勧誘があつたため 199 乙5．7 25．6 5a2 Z5 50
募難矯僕黙できることは江糎設に欄で 750 5Z2 35．6 207 44 2．1
地方公共団体（県市）指導をうけて関心をもつたため 258 38．8 5062ム7 27 t2
親企業から強い要請があったため 121 51．4 25．6 555 4」 55
その他 52 44．2 5〔L8 155 五8 Z7
〔第4表〕　団地企業の成長性
生産実績年 中小企業分
団地数 業　　　種 出荷額年平 備　　　　　　　考
平均伸び率 均伸び率
計 60 20．4％製品集計 13．9 ①工業統計表にょる
機械金属 38 23．6 機械工業 12．9②中小企業分は従業員299人以下の分
製材木工 10 19．2 木　製　品 12．0
）139③36年から41年の5か年間の平均
繊　　維 5 12．7 家具整備品 20．0
成長率
その他 7 10．4 繊維・衣服 9．3）11．2
（漆器） 2 10．9 そ　の　他 178
（印刷） 2 8．9
資料：中小企業振興事業団
資金を集中して融通し合うとかして，全体としての資金調達力を強化できる。
　第3は，情報の収集，提供，市場開発，福利厚生等の関連部明における共同化である。これらの部門で
は個別企業の力では十分な効果をあげにくい場合が多く，共同化によってk・互いの不利を補完できる。」
　これらの共同化の本質と集団化の実態とをみると〔第3表〕にもみられるごとく，一番重要である「共同
事業の活用による生産コストの低減」の目的動機とその達成程度が最低を示していることは，「集団化は，
その参加企業にとつて大きな移転効果をもたらした」との事業団の評価は誤つているものといえよう。さ
らに〔第4表〕で注目されることは，機械金属団地を除く，製材・木工・繊維，その他の団地企業の成長
性は，必ずしも高いものとはいえないことである。このことは規模メリツトの効果が実現していないこと
を意味するものと判断されよう。このことは，生産加工などの事業の主要部門における共同化，協業化が
なされていない結果であるということができるのである。
　ついでながら，共同化と協業化とはどこがちがうのかということについて「事業協同組合に於ける共同
事業の太来の趣旨は，小規模企業経営の不利を組合の共同事業によつて補完しようとするものであるため，
経営の主体は組合員が組合の共同施設等を利用するというものであつたが，最近のきびしい経済情勢のも
とでは・補完的な共同化だけでは・競争に耐えられなかったり，発展も望めないため，事業の統合にまで
共同化をすすめることを要請されてきているものもある。このような補完的な共同化から既存事業の統合
集約化まですすむことを協業化といっているのである。6」と中小企業白書はいっている。
　一般的には・共同化，協業化の概念は必ずしも明らかでないが，協業化のほうが共同化よりは，はるか
に高い次元での集団事業であることにはまちがいがない。このような共同化，協業化を強力に推進させる
ことによつて・集団化の規模メリヅトを実現させようとするのが，中小企業の集団化事業であるが，現実
にみられる集団化のメリットについて以下私見を論述してみることにするo
　私がこれまでに実際に集団企業の診断及び実態調査をした結果を総合してみると，企業の集団化のメリ
　　　　　　　　　　　幽　　　　　　　　　　　　＿644一
　ジトして頗著であったものは・次のごとくであるo
　　e）作業環境の著しい整備に加え，特に設備の近代化をもたらした。
　　Cr）それにともない工場管理の容易化，生産性増大等のメリット。
　　そ・）取引先の信用向上による販売市場の拡大、　　　　　　，　．
　　←）労働者の定着性向上，出勤率向上等の労働面のメリット。
　　これらのメリツトから推して，産業界の構造改善，近代計画の方向性と併せて，まず集団化に参加した
こと自体，今後に生き残るための企業基盤を確立し得たという認識の上にまず立つべきであり，このこと
から将来への期待が持たれてよいであろう。　　　　　　　　　一
　　しかしながら各企業の内部に立ち入つてみると実際は必ずしも一様ではない。自ら集団化のメリッFを
安易に期待して・生産体制の拡充強化を図つたものの・内部体制全てが伴わず・財務状況の悪化，マ「ケ
ティング対策の行き詰り等，多くの問題が生起している。i’
　それでは集団化のメリットをデメリットにしている工場団地の問題点は何であるかについて考察してみ
ようo
　第1は，集団に参加した企業者意識に問題がある。
　企業集団は，協同の原理である「個人は全体のために」「全体は個人のために」という基本的な協同の
精神に欠けている歳員が多いことである。他力本願，依頼心の強い企業者の集bでは協司事業の運営は不
可能である。すべての組合員が自助の精神にもえ，その統合として企業集団を形成したことを忘れている。’
それは，集団化に参加しようとする企業者の目的・動機に問題の第一歩が見い出される。中小企業振寅事
業団の調査にみる〔第2表〕の集団化の目的・動機にも明らかであるが，参加企業者の内面を深く洞察し
てみると，大体次の3つに要約できる。
　e）経営行き詰りの解決策として，集団化に参加すれば，あとは何とかなるであろう，という集団への
　　依存。
　e）工場用地の狭あい，騒音．公害などによる企業立地が困難な環境に澄かれ，他へ進出を余儀なくさ
　　れている，などの企業立地条件の悪化。
　｛・）この際，思いきって企業規模の拡大をはかりたい。その場合の工場用地，資金調達，労働力の確保，
　　難や販売にも好都合である，という企業規模の拡大をはかるため集団化援助の特典の利mu
　これらの動機は，いずれにも自己中心主義の発想であり，集団化に参加することによって，共同化，協
業化のメリットを追求しようとする思想は最初から持ち合せていないといってよい。各個ぱらぱらの思想
をもつて，集団化の特典の利用のみを考えたものの集団では，協同事業の運営は不可能である。企業の集，
団化は，協同を基調とした経営体の組織化である。企業集団の場合は，とくに経営者の人間性と意識の問
題が第1の成功条件としてあげられるもの一trあり，メリット追求の基太になるものである。
　自己中心主義に立らて物事を考え，行動する企業者で構成する団地の実態をみると，その殆んどが行き・、
鞘っている。〃倒産団地〃と呼ばれているものがそれである。自分勝手な行動をとりながら，困った時だけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝64’5一
成功している場合 失敗または不調の場合
構成員事業の有機的関連　　1％ 2％
資金　　計　　画　　　11 32
親企業，関係先の指導支援12 0
参加事業者数　　　　　　14 10
事　業　計　画　　　　　17 61
関係官庁の指導　　　　　30 5
リ　ー　ダ　ー　　　　　　30 34
構成員の協調　　　　　　59 66
他入に依存するようでは，参加成員の資格を有しないし，そのような組合員に対する処分も充分考慮され
る必要がある⊃1企業の単独経営ですら困難な経営情勢下にあつて，各個ぱらぱらの企業を20余りも集
団化して工業団地の運営をすることは当低無理なことといわねばならない。集団化の特典は，共同化によ
って生かされるものであり，協同事業の運営は並大低の努力で成功するものではない。団地事業が成功し
ている企業集団をみると，参加企業者の協同意識がすこぶる高ハことに第1の要因を認めることができる
のであるo
　第2は，共同化，協業化を標榜する集団でありながら，その実態は，部分的な協同事業を行なつている
に過ぎないものが多いということである。一口に共同化，協業化といつてもその内容は複雑である。
　工場団地で共同化・協業化が行なわれにくい要因として次の諸点が上げられる。
　e）集団化の趣旨である共同化，協業化の目標そのものが高過ぎたのではないか。
　9）　「全体」での協業化，共同化にとらわれすぎて，「個人」の企業行為とのくい違いが大き過ぎた。
そ・）口でいつたり，頭で考えた共同化，協業化とそれを実践に移した場合とで想像以上のギヤップがあ
ったo
　㊥　日太人特有の自己中心主義の考え方に根ざした協調精神の欠如は，協同事業そのものの逮誉を困難
にしている。
　的　協同事業を営もうとする場合に，成員企業の格差，事業内容の違い，生産技術や生産管理の相違な
どから，成員間で一致点を見い出せない場合がある。
6）成員同志で，協同事業をやろうと決めたことが，自分勝手な企業行動をするものがいるために，約
束が守られないことから，同一行動は無理であるという意識ができてしまっている。
　先般商工組合中央金庫が調査した，共同化成否の条件をあげてみよう。
　　　　　　　　共同化成否の条件（協業化の場合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：商工組合中央金庫「協業化事
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例集」42年
　　 　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）全回答協業体数に占める当該
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項目回答協業体数の割合であ
　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るo
　この資料からいえることは，「構成員の協調」が，成功している場合，失敗または不調の場合でも，大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ワきなファクタ・一一を占めているということである。協調性は，ことばでは簡単にいえそも，その本質をとら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一646一
えて，構成員から引魯出ナことは容易なごとではない。この「構成負の協調」についでも，すぐれたり一
ダーが存在しないと発揮されにくい。すく・れた「リーダー」8ｪ存在するかによつて，姻化成否の力粉
あることになり，企業集団の建殺運営は，リーダーの入材によつて決定的な影響を及ぼすことになる。
「事業計画」「資金計画」についても指導者にその責任の大半があるといえる。
　つぎに共同化が成功している場合に，「関係官庁の指導」に負うところが大きかつたことが注目されて
　　　1よい。適切な指導と助言を得て，企業集団の計画，建設，運営にあたることである。しかしどんなに立派
な処方せんが書かれても，それが具体的に実践されなければ，「絵に書いた餅」と同じゼある。
　すぐれたリーダーが存在していても，団地運営の実際に担当する事務局の充実がなければ，具体的な成
果となって現われない。協同事業の計画を着実に一歩一歩実現させてtoぐためには，団地事務所π運営の
実践活動をする入材が不可欠である。団地運営がうまくいっているところには，事務局にすぐれた人材が
配置されている。
第3は洪醇業碓格糊敵齢ていな縛とである・工場集団化臆義淑本思想についての理
解が成員に徹底していなかったり，共同事業の性格．範囲についても不明確のままに進行させている企業
集団が多くみられる。集団僧は，おのtsのの地域社会や産業条件によって特性があるはずであるから，集
団化する産業が経済構造のなかにあって．いかなる性格と方向性をもっているかを考慮して，それらの背
景のもとに集団化による共同事業をどのように具体化するかを明らかにする必要がある。
　第4は，共同経営の専門家を必要とすることである。集団化事業は，高度な経営手法を必要とする。こ
とに多数企業の結合体である団地運営にあつては，共同経営問題に精通した専門家が専任して，その任務
に当らないと共同体そのものが危くなりかねない。組合員のなかから選任された役員人事は，みずからも
企業経営の責任者であるという二重性をもっている。協同組合の性格からいえぱ．組合員のなかから役員
が選任されるbは当然であるが，これが工場集団化になると，兼任者が団地運営の任に当つていたのでは，
業務の遂行はむずかしくなる。いまや団地経営の専門家が必要とされているのであるb
　（4、集団化の設備投資と財務内容の変化，こ・の項のケース・スタディーとして，「松太木工団地事業協同
組合」（昭和41年度助成団地指定をとりあげてみることにする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当団地の設備投資の実態は，団地全体で当初計画の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　249，367千円に対して，実績が356，732千円と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　43％増で，その中組合分では剖画の1．5，020千円に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対して実績が16，884千円の12％増，組合員分では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画の234，347千円に対して実績が339，848千
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円の実に45％増という結果となってあらわれている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しかも増加分107，365千円の128％にあたる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　137，182千円（自己資金調達予定減29，817f円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を含む）が全額外部資金に依存している。投資増加分の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一6，47一
業種構成 後地処理の状況
収納家具 3企業 売 却　2
応接セ外 2 借地返却　2
和洋家具 2 店舗利用 4
工芸品　2 倉庫利用　3
シヨーケrス1 住宅利用 1
漆 器　1 ※全部移転企業12社
厨房家具　1 一部移転企業 1社
木 型 1 ?
内容は，計画の100に対しておのtsの土地105，建物140，機械設備316，関連施設その他173
であり，また資金調達割合については，総事業費を100として自己資金15．8，助成金25．4，自己調
達借入金58，8となっている。（昭和36年～41Gまでの助成対象団地の資金調達割合は，自己資金
22．9％，助成金26．4％，自己調達借入金50．7％となっていて，当団地の場合は，他の団地の平均に
比較して自己調達分で約8％も比率が多くなつている）
　組合分の設置施設の償還財源は，最終的には個々企業の直接負担に左ることに加えて，特に組合分の設
備投資総額が年間総売上の77％にあたる過大投資であり，これが企業全般に財務状態を不安定に’した大
きな原因であつて，企業の実態からみてもいたずらに企業規模の拡大だけを狙いとしたかなり無理なもの
である。規模メリツトが結果的にはデメリットの要因と結果をもたらした過大投資であつたことが，わδ掴
の中小工業団地全般に指摘される重大な問題点である。
　　　　　　　　　　　　　　　f
〔第5表〕　財務構造の変化　　　　　　　　　　　　　　　　　（な於当団地の企業規模の椎移をみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ると，団地の進出前後に輸いて，団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地総体で工場敷地で2．1倍，工場建
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物で1．5倍の拡張となつている。ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た進出後の年度別の数宇を時系列に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抑えたものではないが，従業員，売
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上高，資太金等においては団地進出
　　注：表の数字は個別企業の数字を単純平均したもの。　　　　　前に比べてkわずか1～2年の間に大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一，　　　　　　　　　　きな拡張を示している。団地全体の
〔第6表〕　財務指標の変化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従業員数では1．3倍，売上ではL5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　倍であるが個々にはすべての点でか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なりの企業格差が出てきている。　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この点を団地進出前後va　k・ける財
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　務構造の変化としてとらえてみると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔第5表｝に示すよづに，設備投資
　　注：勘定の財務指標値は除く。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の急膨脹にも増して他人資本の急激
な膨脹の結果，相対傾向として自己資本の過少化の現象があらわれてきている。これを〔第6表〕の財務
諸指標の推移の甲でも同様に見ることができる。
　また，売上拡張等資金体質の変化に伴う運転資金の状況を便宜上資金ぐり指ec－一流動比as　一一の推移から
みると，全体に団地進出後に澄いて悪化の傾向にはあるが，それ程悪い数字ではない。しかし，長期運転
資金4．1，500千円を加えて考えると実質的にはかなり不足した形となつて出てぐる筈で，今後，運転資
金の調達と管理力を十分養う必要が出てきている。な齢投資内訳は，土地・建物68．7％、機械設備198
団地進出前 団地進出後1年 同 2 年
総 資 太 106 214 340
流 動 資 産 100 143 224
嗣定資産 1．00 460 709
他人資本 100 452’ 987
自 己 資 宏 100 78 69
団地進出前 団地進出後1年 同　2　年
流　動　比　率
ﾅ　定　比　率
ﾅ定長期適合率
ｩ己資本比率
194．8
R51．0
R20．0
Q4．4
108．1
P，110．0
P24．0
@8．4
　95．0
R，230．0
P01．0
@3．5
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％，関連施設その他が11．5％であるo
　経営管理全般については，団地進出前に比べて経営方針や計画が立て易くなった等団地進出の効果とし
て約半数の企業が調査に答えている。
　団地投資は，単なる設備投資ではなく，必然的に多額の資本支出を伴い長期的に資金の固定化を招くこ
とになるので・新たに企業の存立基盤造成の契機たるものであり，企業全体の経営計画との関係から，巨
視的かつ長期的利益についての計算が裏づけられなければならない。したがつてその投資財源を回収する
ための利益及びそれに必要ft売上の確保と，その投資を誘発する自己資広調達力が問題となる。この観点
からすると，企業全般に売上は上昇傾向にあるが，収益性については，一時的に低下傾向を示し，団地進
出1年目で実質的に収益性の上昇したものは，一部移転した1企業にとどまる。低下の主原因は，資本費
の急膨脹で，そのうち金利負担の圧迫が売上の100，131，193にくらべて100，189，490
と著しくなつている。償却前営業利益も低下傾向にある。これが一祷的現象としてとらえられ，以後回復
しつつある企業もあるが，3年間の造成過程を一つの目蜜として資本回収可能な投資利益と売上を確保す
ることがまず必要条件となる。その点設備投資の先行している団地の実態からみて償還計画を前提とした
利益計画が必要であり・特に製品方針については，品種別の需要動向について的確な見通しを立てて，
これを各企業の経営方針の基礎としなげればならない。企業の収益性の良否は価格形成加強弱と生産性
の高低との2面性に左右されることになる。
　以上述べてきた中小工業団地のメリット・デタリットは，人と物と金の3つの要素をいかに有機的に結
合させていくかということである。規模メリツトの追求のみに重点を置くと，経営の財務内容が悪化する
傾向を示すことになり，デメリットの要因に変化することになる。メリツトとデメリツトの関係は相関関
係にあり，一つの要因が2面性をもつものであることから，適正な規模メリツトの追求がデメリツトの要
因を消滅させることになるのである。
　　注　1．　「企業集団の論理」百瀬恵夫，北島吉光共藩、白桃書房，52～66頁参照（昭和44年）
　　　　2．　「経営者会報」昭和44G6月号，日本実業出版）　社，∵21頁参照
　　　　3．前掲書．22頁参照
　　　　4，前掲書，23頁参照
　　　　5．　「中小企業白書」（昭和43年度版）．中小企業庁編，昭和44G，194頁
　　　　6．前掲書，196頁
　　　　7．　「企業集団の論理」百瀬恵夫，北島吉光共著，白桃書房，17～37頁参照（昭和44年）
　　　　8．前掲書，38～51頁参照。
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